


　
DPI（障害者インターナショナル）日本会議は、1986年の結成以降、障害当事者が主体となり、国内外においてすべての障害者の権利確立と、自立した個人としての生活を保障する社会を創ることを目標として、制度・政策に対する提言等の活動と国際交流を積極的に展開しています。　DPI日本会議は、毎年、各地の障害当事者等の仲間や自治体の協力や支援を得ながら、全国集会を全国の都市持ち回りで開催しています。
私たちは、今、昨年初頭から始まった新型コロナウィルスとの長期に亘る厳しい闘いの中にいます。世界的なコロナ禍は、日本に住む私たちの生活スタイルも劇変させ、感染予防・感染拡大防止のため、これまで日常であった人との接触、交流は困難になりました。
また、今後とも懸念されるのが、高齢者や私たち障害者のケアの確保、医療へのアクセスの問題です。逼迫する事態になっても、後回しにされるとか、置き去りにされることがないよう、今後とも注視し行動していかなくてはなりません。
　コロナ禍において、障害のある人を持つ者を取り巻く状況は、ますます厳しさを増し、インクルーシブとは言い難い様相を呈しています。優生保護法下での強制不妊手術被害者による全国各地の裁判は、当該手術を違憲と認めながらも、「除斥期間」を理由に国の賠償責任を否定し続けています。また、インクルーシブ社会の根幹であるインクルーシブ教育も実現しておらず、全国各地で通常学級での就学が認められない事例、あるいは、合理的配慮が提供されず、学びの場を保障されない事例が相次いでいます。また、施設や事業所、精神医療の現場での不適切な対応や虐待も依然として続いているようです。これらは、障害者権利条約に照らすと、条約違反、不履行であることは明白であり、一日も早く我が国は、条約の完全履行へと歩みださなければなりません。
そんな中、今通常国会では、障害者差別解消法の改正が進められようとしています。これまで大きな壁であった民間事業者の合理的配慮の義務化や、相談体制の強化など、前進が期待されます。今集会の全体会で、より高いレベルの改正になるよう、今後の私たちの一層の取り組みを確認していきたいと思います。
コロナ禍により延期されている国連障害者権利委員会による対日審査（建設的対話）は、いつになるか見通しがたっておりませんし、オンラインで開催という可能性もあります。どのような形での開催であれ、DPI日本会議も参加しているJDFで作成されたパラレルレポートを更に精査し、建設的対話に備える必要があります。
DPI日本会議は、2020年に予定されていたオリンピック・パラリンピックの準備段階での各競技施設や交通機関のバリアフリーに深く関与し、一定の成果を得ることができました。今後は、地方の仲間たちが、各地の行政や事業者との連携によって、障害者のニーズを的確に伝え、全国津々浦々でバリアフリーが実現していくよう、中核を担う団体としてしっかり取り組んでまいります。皆さんと共有し、議論させていただきたいテーマはたくさんありますが、旬であり、かつ重要なテーマで集会と分科会を準備しておりますので、多くの皆さんのご参加をお待ちしております。
第36回DPI日本会議全国集会in東京開催趣意書　


今こそ国内法の法整備を！障害者権利条約の完全実施に向けて


～差別、虐待を無くす！脱施設を進める！～





認定NPO法人DPI日本会議　


議長　平野　みどり








